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（注） 記事の要約とその和訳はROTOBOによるものです（記事の要約は必要に応じて

ROTOBOで補筆・加筆をしています）。記事の内容は、基本的にロシア側メディアの発

表に基づいており、当会の見解を示すものではありません。なお、引用・二次使用は固

くお断り申し上げます。 
 
１．経済全般 
 
2026.08.01 
ロシアの超富裕層：資産が減少・増加した者 
８月１日付TASSによると、ブルームバーグ通信が発表した「ビリオネア指数（Bloomberg Billionaires Index）」に
おいて、2026年の年頭から、ロシアの超富裕層実業家の資産が50億2,000万ドル減少した。同指数は、特に企

業の株式価値に基づいて算出されている。ランキングによると、ランクインしたロシア人の中で資産の減少が最も

大きかったのは「ポリュス・ゴールド」社の会長であり、投資ファンド「オネクシム」グループの総裁でもあるミハイ

ル・プロホロフ氏で、56億6,000万ドル減の109億ドルであった。Telegramの共同創業者パーヴェル・ドゥーロフ氏

（ロシア金融監視庁のテロリスト・過激派リストに掲載）の資産は18億6,000万ドル減少して125億ドルとなった。ノ

ルニッケルのウラジーミル・ポターニン氏は34億4,000万ドル減の230億ドル、NLMK取締役会会長のウラジーミ

ル・リシン氏は11億6,000万ドル減の226億ドル、ルクオイル創業者のヴァギト・アレクペロフ氏は14億1,000万ド

ル減の212億ドルとなった。ランキングによると、年初から資産が最も大きく増加したのはセヴェルスタリの創業者

アレクセイ・モルダショフ氏で、資産は17億9,000万ドル増の281億ドルとなった。後に続くのは、ノバテクのレオニ

ード・ミヘリソン会長（14億8,000万ドル増、252億ドル）、エヴロヒムとSUEKの創業者であるアンドレイ・メリニチェ

ンコ氏（11億8,000万ドル増、201億ドル）、 ゲンナジー・チムチェンコ氏（11億5,000万ドル増、154億ドル）、および

UGMKの創業者イスカンデル・マフムドフ氏（７億ドル増、85億8,000万ドル）である。また、ヴィクトル・ヴェクセリベ

ルグ氏（35億7,000万ドル増、106億ドル）、 タチヤナ・キム氏（４億1,800万ドル増、83億ドル）、スレイマン・ケリモ

フ氏（３億5,800万ドル増、108億ドル）、ドミトリー・ルィボロヴレフ氏（２億4,700万ドル増、100億ドル）、ミハイル・

フリードマン氏（１億6,200万ドル増、102億ドル）の資産も増加した。ブルームバーグ通信は2012年３月から

Bloomberg Billionaires Indexを発表しており、世界でもっとも裕福な500人の資産に関する情報が掲載されてい

る。 
 

2026.08.03 
インド産業界、2026年度中にロシア向け輸出品目を増やす方針 
８月３日付TASSによると、インド輸出組織連盟（FIEO、インド商工省が設立）のサブハシュ・チャンダー・ラルハン

会長が、同国は2026年度末（３月末）までにロシア向け輸出品目を増やすと述べた。同会長は、「2026年度末ま

でにインドのロシア向け輸出品目は大幅に多様化する見込みである」と語った。同会長によると、「インドの輸出の

基盤を成すのは引き続きエンジニアリング製品、機械・設備、電子機器、医薬品、化学製品である。しかし、より加

工度の高い幅広い品目の需要も着実に伸びるであろう」と強調した。同会長は、「加工食品、飲料、茶、コーヒー、

香辛料、米、生鮮果実・野菜、水産物、ニュートラシューティカルズ、化粧品、衛生用品、日用品、衣類、工業用繊

維、靴、家具、包装資材、消費財、電気機器、産業用機器、再生可能エネルギー向け部材等を輸出する新たな可

能性が広がっている」と説明した。 
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2026.08.04 
ロシア国内の企業廃業件数、過去９年で初めて開業を上回る 
８月４日付Kommersantによると、2026年初め以降、ロシアでは経済的理由により毎月１万2,000～１万5,000社
の企業が廃業している。連邦税務局の統計データに基づくズベルバンク・マクロ経済研究センターの推計によると、

これは過去数年の約３倍の水準である。この推計には、事実上活動していないとして税務当局が登録簿から除外

した企業は含まれない。Frank Mediaによると、対象は自主的に営業停止した企業や清算手続きを行った企業で

ある。一方、新たに登録される企業の数は2024年から減少し続けている。その結果、2026年に入り、少なくとも過

去９年で初めて廃業件数が開業件数を上回った。最も顕著に増加したのは、中小企業のみ可能とされている簡

易清算手続きによる廃業である。「正確には」プロジェクトの推計によると、2026年上半期に簡易清算手続きによ

り廃業した企業は４万7,500社に上る。同プロジェクトの担当者は、中小企業に対する増税がこの傾向に影響を及

ぼした可能性があると指摘している。一方、このデータからは、何割程度の企業がまさしくこの理由により廃業し

たのかは判別できない。廃業件数の増加と同時に開業件数が減少していることは、中小企業の発展を巡る環境

の悪化を示している。 
 
2026.08.05 
７月、ロシアのサービス部門の景気指数の悪化が減速 
８月５日付VedomostiがS&P Globalの調査を伝えて報じたところによると、ロシアのサービス部門における購買

担当者景気指数（PMI）は、前月の48.2ポイントから７月は49ポイントに上昇した。PMI指数は、民間企業へのア

ンケート調査に基づき毎月算出される。指数が50ポイントを下回ると、事業活動が縮小していることを示す。事業

活動の悪化は需要の低迷と新規受注の継続的な減少によるものである。新規受注は2026年第３四半期の初め

まで４カ月連続で減少した。アナリストらは、サービス提供業者における生産量のわずかな減少についても指摘し

ている。「７月のデータは、ロシアのサービス提供業者における原料価格のインフレ率の加速が再開したことを示

した。営業費用の増加は、多くの場合、燃料不足によるものであり、これが供給業者や物流のコスト上昇につなが

った」と、プレスリリースは指摘した。 
 
2026.08.06 
続くルーブルの下落傾向 
８月６日付Vedomostiによると、ルーブルは、ドル、ユーロ、人民元に対して３カ月連続で下落している。中央銀行

のデータに基づいてVedomostiが試算したところによると、６月にドルが9.5％上昇して77.75ルーブル、ユーロが

７％上昇して88.65ルーブルとなり、７月にはそれぞれ2.7％上昇して79.86ルーブル、2.5％上昇して90.88ルーブ

ルとなった。８月も下落が続き、月初めの数日間でルーブルはドルに対し1.3％安の80.93ルーブル、ユーロに対

し2.5％安の93.19ルーブルとなった。モスクワ証券取引所における人民元は、６月に10.8％上昇して11.61ルー

ブルに、７月に0.97％上昇して11.73ルーブルとなり、８月初めの数日間ですでに2.2％上昇して11.99ルーブルと

なった。当初ルーブル安を促したのはリスクプレミアムの急上昇と資本の流出、すなわちロシア国外での外貨資

産形成への需要だった、とアルファ銀行の為替・金利ストラテジスト、ニキータ・ユーロフ氏は言う。現在もこの傾

向は続いている。PSBの銀行・金融市場分析責任者ボグダン・ズヴァリッチ氏は、６月に人民元が10.5ルーブルを

下回り、ドルが70ルーブル程度まで下落したことが、輸入業者にとって魅力的な条件を生み出した、と指摘する。

ルーブル安の要因の一つとして、外貨流動性の局所的な不足が挙げられる、と、資産運用会社アルファ・カピタル

のマクロ経済・株式市場グループ責任者アレクサンドル・ジオエフ氏は考えている。RUSFAR CNYの上昇がこの

ことを間接的に示しており、ロシア市場における人民元の需要が供給を上回った、という。年末にはロシア通貨の

下落は止まる可能性がある、と専門家は見ている。 
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２．産業動向 
 
（１）自動車 

2026.07.31 
自動車価格が急騰 
７月31日付Kommersantによると、ディーラー各社は、８月に自動車価格が上昇すると警告した。市場関係者や

専門家はKommersant FMに対し、価格は少なくとも３％上昇する、と語った。この動向に影響を与えている主な

要因は、ルーブル安の進行と販促プログラムの縮小である。例えば、下取り時の平均割引額は、７月の20万ルー

ブルから10万ルーブルまで縮小する可能性がある。さらに、輸入業者が外国車を以前ほど頻繁に輸入しなくなり、

自動車市場も以前ほどの過剰在庫を持たなくなっている、とFavorit Motorsグループのウラジーミル・ポポフ社長

は述べている。「まず、自国通貨が弱くなり、当然ながらルーブル・人民元相場に影響を与えている。第二に、輸入

業者の倉庫には、それほど膨大な数の車両があるわけではない。１年前の今頃は、３～４カ月分の販売量を超え

る在庫があった。現在、一部の車種については、早くても９月中旬の入荷になる。昨年は、特に中国からの輸入業

者にとって少し目を開かせられる年になった。彼らは、消費者の購買力を全く考慮せずに市場に大量に自動車を

供給するという、国内市場で犯した過ちを繰り返さないことを決意した。というわけで、おそらく、自動車を購入する

には今が絶好のタイミングだ。９月の価格は常に上昇しており、それは統計を見れば明らかである。今月の価格

上昇は３％から４％になると予想している。ただし、この値上がりは中古車には関係ないと思う。輸入業者が扱う

車や、個人業者が並行輸入で持ち込む車に関しては、おそらく値上がりするだろう」。E.N. Cars社の創業者、エフ

ゲニー・ザベリン氏は、最も大きく値上がりするのは、電気自動車を含む並行輸入される車だ、と考えている。「自

動車業界には『今日は常に明日よりも安い』という名言がある。過去３年間は、この説を確実に裏付けている。価

格は上がっており、最大の要因はルーブル相場と、2027年初めにリサイクル料金がさらに引き上げられるという

予想だ。だから、人気車種の需要が高まっているのは当然のことだ。さらに、一時期燃料不足が見られたため、特

に200～250万ルーブルの低価格帯において、電気自動車の人気が急激に高まった。そして、この傾向は今も続

いている。誰もこんな事態に備えていなかった。中国のメーカーも、ロシアへ車を輸入するサプライヤーも。その結

果、供給不足が生じ、当然ながらそれに伴って価格も上昇した。物流も価格動向に影響を与えるが、物流はルー

ブル安に追随して高騰する。あらゆる国際輸送は、燃料費、車両、そのメンテナンスや修理費用に連動する。この

要因も影響を及ぼすだろう。客が車種を選ぶ際、部品の入手しやすさや価格をより重視するようになるのは明ら

かだ」。ポータルサイトAutoNewsの専門家によると、８月にはエンジンオイルの価格が再び上昇する見込みであ

る。１カ月で、物流の問題、制裁、中東戦争の影響により、価格が３分の１高くなる可能性がある。 
 
2026.08.07 
代替スキームによるロシアへの自動車輸入が1.5倍に増加 
８月７日付Kommersantによると、2026年７月、代替輸入ルートによるロシアへの新車乗用車の輸入台数は２万

1,500台となり、前年同月比で59％増加した。車齢３年未満の自動車の総供給台数は４万4,400台（57％増）に達

した、とアフトスタットのセルゲイ・ツェリコフ代表が発表した。正規輸入業者による供給台数は２万3,000台（55％
増）であった。代替輸入のうち、中国からの直接輸入が46％、キルギスを経由するトランジット輸入が31％を占め

た。また、日本や韓国からも車両が輸入された。2026年上半期、ロシアでは60万台以上の新車乗用車が販売さ

れ、輸入車の割合は30％をわずかに上回った、とKommersantは報じている。代替セグメントの主なプレイヤーは

個人であり、ツェリコフ氏の推計によると、その活動は2025年に比べて２倍の水準に増大した。 
 
（２）エネルギー 

2026.08.01 
Chevron、米国およびカザフスタン当局とCPCの稼働保証について協議 
８月１日付Kommersantによると、米国のエネルギー企業Chevron、カザフスタン政府および米国政府は、カスピ
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海パイプライン・コンソーシアム（CPC）の円滑な稼働の保証について協議している、と同社のマイク・ヴィルト社長

が明らかにした。同社長によると、CPCの全参加者はプロジェクトの運営を維持することを目指しており、長期に

わたる停止の可能性は低いという。同社長は、パイプラインが長期間閉鎖されれば、この地域のすべての荷主や

カザフスタン国内の多くのプロジェクトに問題が生じる恐れがある、と指摘した。同社長はさらに、同社は理論上、

生産物の一部をカスピ海経由に振り向けたり、鉄道で輸送したりすることも可能だ、と付け加えた。「しかし、CPC
は製品を市場へ輸送する主要ルートだ。われわれは最大の荷主だが、唯一の荷主ではない」と同社長は続けた。

ChevronはCPCの株主である。米国企業のほか、株主にはロシアやカザフスタン、さらにルクオイル、

ExxonMobil、ロスネフチ、Shellの関連企業も名を連ねている。７月30日、ノヴォロシースクでタンカーが無人航空

機による攻撃を受けた後、CPCは原油の積み込みを停止した。 
 
2026.08.02 
OPEC＋、９月のロシアの原油生産割当を日量６万2,000バレル増やすことを決定 
８月２日付Kommersantによると、OPEC＋協定参加国の会合において、ロシアは９月の原油生産量を日量６万

2,000バレル増の日量994万9,000バレルまで引き上げることができると決定された。会合には、サウジアラビア、

ロシア、イラク、UAE、クウェート、カザフスタン、アルジェリア、オマーンの代表が出席した。OPEC＋加盟国全体

では、９月の原油生産量を日量18万8,000バレル増やすことになる。次回の会合は９月６日に開催される。これに

先立ち、OPEC＋加盟国が９月の原油生産量割当を日量18万8,000バレル引き上げる計画であるとの情報を、ブ

ルームバーグ通信が情報筋を引用して報じていた。その後、ブルームバーグ通信によると、OPEC＋は割当量の

引き上げを停止する見込みである。 
 
2026.08.05 
民間のガソリンスタンド運営業者、ロシアの燃料不足問題について語る 
８月５日付Kommersantによると、ロシア燃料連盟は、ミハイル・ミシュスチン首相に、大手石油会社と独立系ガソ

リンスタンド運営業者の間で燃料を均等に配分するよう求める書簡を送付した。コストロマ燃料会社のオーナーで

あるアレクサンドル・モイセーエフ氏は、同社は遠方の地域から燃料を調達せざるを得ない状況にあると述べた。

例えば、最近行ったスルグートからのAI-95の購入では、物流コストを考慮すると１リットルあたり118ルーブルか

かった、と同氏は語った。ネフチマギストラリ・チェーンの営業担当取締役セルゲイ・ソロヴィヨフ氏は、高価な輸入

燃料、とりわけベラルーシ産燃料の購入を代替案として挙げた。しかし、その場合の小売価格は、垂直統合型企

業のガソリンスタンドに比べて１リットルあたり約20ルーブル高くなる。「垂直統合型企業のガソリンスタンドに燃料

がある場合、消費者はそのような価格では購入したがらない。そのため、当社チェーンでの販売量は大幅に減少

した」と同氏は指摘した。ヴォロネジ燃料市場協会のヴァジム・ルプツォフ会長によると、ここ数週間、同地域およ

びM-４「ドン」幹線道路沿いのガスプロム・ネフチの提携ガソリンスタンドは、有効な直接契約があるにもかかわら

ず、ガソリンの供給を受けられなくなっているという。運営事業者は取引所価格を上回る価格で燃料を仕入れざる

を得ず、それが小売価格に反映されている、と同氏は指摘した。 
 
2026.08.05 
ノヴァク副首相、独立系ガソリンスタンドが多い地域では燃料問題が継続、と発言 
８月５日付Kommersantによると、アレクサンドル・ノヴァク副首相は、ロシアの燃料市場の状況に関する会議を開

催した。同副首相は、独立系ガソリンスタンドが多い地域では、燃料問題が継続していると述べた。同副首相によ

ると、ロシアにおける秋の農作業に必要な燃料量は確保されているという。主な発言内容は以下の通り： 
 ロシアにおける秋の農作業に必要なすべての燃料量は、石油会社によって確保されている。 
 石油会社は、独立系ガソリンスタンドを含め、段階的に燃料を供給していく。 
 農業従事者には、業界の需要に応じて燃料が供給されている。 
 独立系ガソリンスタンドが多数存在する地域では、依然として燃料問題が残っている。垂直統合型石油会社

との間で、これらのスタンドに燃料を段階的に供給することで合意した。 
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 ロシアの垂直統合型石油会社は、工場の定期保守を延期している。 
 関係省庁に対し、国内市場への燃料供給確保に向けた連携を維持するよう指示した。行政機関および企業

は、ロシアの燃料市場における価格の監視を継続すべきである。 
 
（３）金属 

2026.07.31 
金属価格が上昇 
７月31日付Kommersantは、金属の平均価格が１年間で15～102％上昇したことが、ノルニッケル（MOEX: 
GMKN）の大きな支えとなったと指摘した。同社の2026年上半期の売上高、EBITDAおよび純利益は過去４年で

最大となり、一部のアナリストの予想を上回った。しかし、同社の経営陣は、この好況にはリスクがあるとの見方を

示している。同社が発表したところによると、2026年上半期のノルニッケルの売上高は、非鉄金属および貴金属

の価格上昇に伴い、28％増の82億9,000万ドルに達した。売上高の増加によりEBITDAは50％増の39億3,000
万ドルとなり、EBITDAマージンは前年同期の41％から47％に上昇、純利益は2.4倍の20億ドルに増加した。 
アルファ・インヴェスチーツイのレビューによると、ノルニッケルの2026年１〜６月の売上高、EBITDA、純利益は、

それぞれ90億ドル、57億ドル、51億ドルを記録した2022年上半期以来の最高水準となった。ノルニッケルの業績

は、一部のアナリストの予想を上回った。例えば、BKSとヴェレス・カピタルは、売上高は80億9,000万ドル、

EBITDAはそれぞれ36億ドルと31億6,000万ドルに増加すると予測していた。一方、Ｔ-インヴェスチーツイはより

高い数値を予測しており、売上高87億6,000万ドル、EBITDAは39億4,000万ドルと見込んでいた。ノルニッケル

のデータによると、2026年上半期、ロンドン金属取引所（LME）における同社の主要金属バスケットの平均価格は、

前年同期比で15～102％上昇した。ニッケル価格は15％上昇して１ｔ当たり１万7,730ドル、銅は39％上昇して１ｔ

当たり１万3,080ドルとなり、パラジウムとプラチナの相場はそれぞれ60％と102％上昇、すなわち１オンス当たり

1,560ドルと2,060ドルになった。世界の金属市場の市況は改善したものの、ノルニッケルのウラジーミル・ポター

ニン社長は「こうした改善を慎重に評価しており、その持続性には深刻なリスクがある」と、決算報告についてコメ

ントした。 
ノルニッケルの第一副社長兼財務担当役員セルゲイ・マリシェフ氏は、各国の中央銀行の今後の金融政策、 イン

ドネシアにおけるニッケル生産割当制度、米国における銅への関税、中東紛争およびそれに伴う世界経済の成

長鈍化の可能性をめぐる不確実性が残っていることを指摘している。さらに、同氏によれば、ルーブル高が続いて

おり、金属価格に連動する鉱物採掘税が引き上げられ、原価に対するインフレ圧力が依然として高い水準にある

こと、地政学的状況の複雑化により物流コストも上昇していることを強調した。ノルニッケルの鉱物採掘税その他

の義務的納付金は半年で50％増加して５億7,600万ドルに達した。ポターニン社長はまた、地政学的リスクの高

まりにより販売チェーンの再構築が必要となったため、純運転資本が一時的に増加し、フリーキャッシュフローが

20％減の11億5,000万ドルとなった、と指摘した。マリシェフ氏によると、同社は年末までに運転資本を大幅に削

減できる見込みだという。 
ノルニッケルは決算報告書の中で、７月23日にEUがロシア産の銅およびニッケルの鉱石および精鉱、ならびに貴

金属の鉱石および精鉱の輸入を禁止したことを指摘し、これらの制裁の影響を分析している、と述べた。マリシェ

フ氏によると、経営陣の評価では、上半期の好調な財務業績を受けて、株主らは中間配当支払いの検討を再開

する理由ができたという。「株主との協議と、その決定を待つことになる」と同氏は述べた。アナリストらは、2026年
末まで非鉄金属価格の高水準が続くと予想している。 
Keptの６月の予測によると、コンセンサス予測では、2026年第３～４四半期の銅価格は１ｔ当たり１万2,700～１万

3,000ドル、ニッケル価格は１ｔ当たり１万7,300～１万8,600ドルの範囲になる、と報じていた。プラチナとパラジウ

ムの価格は、中東紛争が長期化した場合、１オンスあたりそれぞれ1,900ドルおよび1,500ドルとなる可能性があ

るが、早期に解決された場合は、それぞれ１オンスあたり2,200ドルおよび1,700ドルまで上昇すると見込まれる。 
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（４）運輸・航空・物流 

2026.08.03 
ロステクが国産化旅客機MC-21-310の初飛行を発表 
８月３日付Kommersantによると、完全国産化システムを搭載した初の量産型旅客機MC-21-310がロステク傘下

の統一航空機製造会社のイルクーツク航空機工場からの初飛行に成功した。同機は83分間飛行し、高度６km、

時速600kmに達した。同社は、「量産機の初飛行成功により、同機の量産、具体的には最初の18機の生産に向

けた準備態勢が整っていることが確認できた」と付け加えた。現在、同機の認証手続きが進められており、すでに

試験プログラムにより計画されている飛行の半分以上が完了しているという。ロステクは、「統一航空機製造会社

は政府が承認した新規受注の生産を開始することが可能である」と付け加えた。 
 
2026.08.04 
ロシア鉄道が一部地域で肉と石炭の輸出用輸送料金を引き下げ 
８月４日付Kommersantによると、ロシア鉄道が、ブリャンスク州およびケメロヴォ州から沿海地方向けの肉と石炭

の輸出用輸送料金を引き下げた。８月１日以降、ブリャンスク・リゴフスキー駅からウラジオストク駅までの40フィ

ート冷蔵コンテナによる肉・副産物の輸出用輸送には16.7％の値引きが適用されている。また、ビリュリンスカヤ

駅からカムィショヴァヤ駅（中国との国境検問所）までの20フィート・オープントップコンテナによる石炭輸送料金は

13.2％引き下げられている。同社は鉄道貨物輸送をさらに増やすため、柔軟な料金政策を実施しているという。 
 
（５）その他 

2026.08.03  
Wildberriesの倉庫火災で一部商品を救出 
８月３日付Kommersant、Vedomostiによると、Wildberriesの広報部が、ウラジーミル州ソビンカ地区の同社倉庫

ではウクライナ軍のドローン攻撃により火災が発生したが、一部の商品の救出に成功したと発表した。Telegram
チャンネルにおける同社の発表によると、「必ず数量調査を実施し」、当局の許可が下り次第、仕分け作業を開始

する予定である。攻撃を受け、同社は物流体制の再構築を進めている。同社によると、商品の受け入れと出荷は

別の施設に移されているという。攻撃を受けたのは８月３日朝で、延焼は10万㎡にとどまった。４名が負傷したと

いう。 
 
2026.08.03  
１年でモスクワの商業施設の2,300店舗が閉店 
８月３日付Kommersantによると、マガジン・マガジノフの推計から、2025年７月初め～2026年６月末の１年間で、

モスクワの大型商業施設における様々な形態の店舗（アイランド店舗を含む）2,300店が閉店したことが明らかに

なった。新規出店した店舗の数は閉店数の80％、面積では75％にとどまっている。同社によると、開店する店舗

より大規模な店舗が閉店しているという。ロシア商業施設評議会（RSTC）も、現在、閉店する店舗の方が開業す

る店舗より明らかに多いと指摘している。同評議会の推計によると、閉店の50～60％はアパレル、8.6％は家電・

電子機器、5.7％は日用品を販売する店舗である。したがって、空室率が高まり、賃貸条件が緩和されている。そ

の結果、商業施設の収益は減少している。 
 
2026.08.06 
優遇措置を利用する人が減少 
８月６日付Kommersantによると、６月は住宅ローンに対する駆け込み需要が発生したが、７月の融資は金額でも

件数でも急激に減少した。銀行関係者によると、大きく減少したのは優遇プログラム、とりわけ「ファミリー住宅ロ

ーン」で、これは制度の厳格化が予想されたことを背景に、６月に急増していた。しかし結局、制度変更は10月１

日に延期されたため、市場型住宅ローンが大幅に伸びた。 
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金融専門家たちは、これは一時的な現象ではない、と確信している。Frank RG社の推計によると、７月のリテー

ル部門において、住宅ローンセグメントが最も大きな減少を示した。融資額は3,553億ルーブルで、金額で25.4％、

件数で15.8％減少した。平均融資額は、５月と６月の増加の後、７月には430万ルーブルまで減少した（2026年６

月比で11.4％減）。2026年１～７月の住宅ローンの融資総額は2.5兆ルーブルであった。住宅ローンの融資額減

少は、「ファミリー住宅ローン」の条件厳格化（当初は７月１日からと予想されていたが、新たな実施日は10月１日

となった）を控えて６月に発生した駆け込み需要の後に生じた。「７月には、市場型住宅ローンが主要な牽引役と

なり、１カ月で12ポイント回復してシェア52％に達した」とVTBは指摘している。「金利の低下と、市場が新たな条

件に適応したことが、成長のための確かな基盤を形成した。６月の政府プログラムによる一時的な急増が、市場

型商品への体系的な関心へと円滑に移行している様子が見て取れる」 という。アルファ銀行によると、市場型住

宅ローンの融資額は６月の水準を維持しており、主な減少は「ファミリー住宅ローン」で見られた。これは、７月１日

からのプログラム変更の予想を背景とした駆け込み需要によるものである。「政府支援型住宅ローンと市場型住

宅ローンの需要比率は、標準的な住宅ローンのシェアが拡大する傾向を示している」とスベルバンクの「ドムクリッ

ク」部門のアレクセイ・レイピ部長は指摘する。「市場の構造は変化している。2025年７月から2026年７月にかけ

て、融資総額に占める優遇プログラムの割合は72.2％から57％に縮小し、一方で市場型住宅ローンは逆にその

地位を強めている」という。 
アブソリュート銀行のアントン・パブロフ副会長は、需要が政府プログラムから中古不動産セグメントへと徐々にシ

フトしていくと見ている。VTB銀行は、これは一時的な反応ではなく、借り手の行動パターンの変化だと確信してい

る。「住宅ローンへのアクセスのしやすさは、さまざまな要因に影響される」とイグノ銀行の消費者ローンおよびク

レジットカード事業開発責任者ドミトリー・ドルジェンコ氏は指摘する。「ロシア中央銀行は、潜在的な借り手に対し

てより厳格な方針を打ち出している。現在では、必要な融資額を得るためには収入の証明が必要となっている。さ

らに、頭金が少なく債務負担が大きいセグメントにおける融資を制限するマクロプルーデンス的規制も、依然とし

て適用されている」という。TKB銀行のリテール事業部門責任者ウラジーミル・スタセヴィッチ氏によると、市場型

住宅ローンは現在の市場の主要な牽引役と言える。「中古住宅市場に対する国民の関心が高まっており、第２四

半期には、販売された住戸の２件に１件が中古物件だった」と同氏は述べている。「大幅な落ち込みが見られたの

は、まさに優遇住宅ローン市場であり、ここでは１㎡あたりの将来的な支払額に関連して大幅な変更が加えられた」

と、AKG「ユニコーン」のミハイル・クルジュコフ取締役は指摘する。「通常の住宅ローンについては、ある程度の停

滞が見られる。金利が、住宅購入がより有利な投資となる水準には程遠いためだ」と述べている。 
NKR社の金融機関格付けグループの責任者エゴール・ロパチン氏は、８〜９月にかけて貸し出しの動きが再び加

速する可能性がある、と見ている。８月は、おそらく比較的安定した月になるだろう、と投資会社「リコム・トラスト」

の分析部門長オレグ・アベレフ氏は言う。「その後、市場全体の成長は鈍化し、銀行は、優遇融資の終了分を市

場で完全に補うことはできない。それほど需要はないからだ」と同氏は結論づけている。 
 
2026.08.06 
Wildberriesの倉庫への攻撃を受け、経済発展省が事業者を支援 
８月６日付Vedomostiによると、ロシア経済発展省は、Wildberriesの倉庫への無人機攻撃により損害を被った事

業者に対する支援策を検討している。マクシム・レシェトニコフ経済発展大臣が明らかにした。同省は、アレクサン

ドル・ノヴァク副首相の指揮の下、ロシア財務省、連邦税務局、中央銀行と共同で支援策を協議している、とレシェ

トニコフ大臣は説明した。これらの措置の目的は、商品の円滑な供給を回復することだ、と同大臣は強調した。 
 
2026.08.07 
商工会議所、ドローンによる被害を受けた出品者のための破産手続変更を提案 
８月７日付Vedomostiによると、商工会議所は、無人機による被害を受けたWildberriesの倉庫で商品を失ったこ

とにより支払不能に陥った事業者のために破産手続を変更するよう政府に提案した。商工会議所の関係者２名

がVedomostiに語った。それによると、この提案は他の検討中の措置とともに政府に提出されたが、その他の措

置の詳細について関係者は明らかにしなかった。上記の関係者らは、現在、法律では個人（法律上、個人事業主
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もこれに準ずる）は、個人資産を含むすべての財産をもって債務を返済する責任を負うことになっている、と指摘し

ている。自身の過失によらず商品を失った出品者は、借入金がある場合、資産のすべてまたは大部分を失う恐れ

がある、と商工会議所は懸念している。商工会議所は、手続きを簡素化し、こうしたリスクを排除するよう提案した、

と関係者は説明している。 
現在、ロシアの法律は、債務の返済に個人の全財産が充てられるわけではないと定めている。例外として、例え

ば、唯一の住居、その住居が所在する土地（いずれも抵当権が設定されていない場合）、および低価格の私物、１

万ルーブル以下の職業活動に必要な物品などが挙げられる。自動車を保持できるのは、障害者または多子世帯

の市民のみである。 
Vedomostiは、政府官房および経済発展省の担当者に照会状を送付した。被害を受けた出品者への支援策の検

討は、７月と８月にウクライナの無人機によるWildberriesの倉庫への大規模な攻撃を背景に始まった。ロシアの

10の連邦構成主体で、施設が破壊あるいは甚大な被害を受けた。８月６日、アレクセイ・サザノフ財務次官は、財

務省は政府のワーキンググループの一員として、Wildberriesの倉庫への攻撃により商品が被害を受けた事業者

に対する納税猶予について協議していると発表したが、猶予の期間や条件については明らかにしなかった。さら

に、Wildberries自体に対する支援策についても議論が進められている、と同次官は指摘した。具体的な提案は

来週にもまとまる見通しだという。Vedomostiの取材に応じた政府関係者および協議の内容に詳しい情報筋によ

ると、政府はさらに、被害を受けた出品者に対して優遇融資を提供したり、既存の債務の再編を行ったりする可能

性についても検討しているという。マクシム・レシェトニコフ経済発展大臣は、第８回ロシア・キルギス経済フォーラ

ムの傍ら、経済発展省はアレクサンドル・ノヴァク副首相の指揮のもと、被害を受けた事業者を支援し、パートナ

ー企業の迅速な事業再開と安定した運営を確保するための一連の措置を検討している、と述べた。７月30日の会

議の結果、ノヴァク副首相は、攻撃の被害を受けた事業者に対する支援策を検討している、と表明した。同副首

相は、経済発展省、連邦税務局、財務省に対し、ロシア中央銀行および諸経済団体と連携して８月10日までに提

案をまとめるよう指示した。経済発展大臣は、３つの課題の解決が重要だ、と指摘した。すなわち、物流の再構築

によって消費者への商品の円滑な供給を確保すること、供給業者および生産者を支援すること、そして供給の安

定性の向上と商品供給量の増加を目的とした体系的な措置を策定することである。これに先立ち、出品者向けの

支援策について複数の大規模団体が提案を行っていた。 
７月22日付のVedomostiによると、電子商取引市場参加者協会は、アントン・シルアノフ財務大臣およびダニー

ル・エゴロフ連邦税務局長宛に、被害を受けた事業者に対する納税猶予措置を講じるよう求める書簡を送付した。

同協会によると、この措置の対象となるのは、テロ攻撃の結果として商品が喪失または破損したことを書類で証

明できる事業者である。「オポラ・ロシア」は、少なくとも年末まで納税の「猶予」を設けるよう要請した、とIzvestiya
紙が８月４日に報じた。破産法の観点からは事業者と一般市民は同等であり、個人事業主の資格があっても、手

続きは同じだ、とコンサルティング・リスクマネジメント会社ポーモシチの執行取締役アンナ・ラーリナ氏は言う。例

えば法人の場合、リスクが定款資本に限定されるのと異なって、個人事業主は法律上、市民として、所有するす

べての財産をもって債務を返済する責任を負う、と同氏は付け加える。商工会議所の提案は、最近行われた破産

制度改革の包括的な再生アプローチ（債権者と債務者が裁判前の再建合意を結ぶ可能性を規定するとともに、

既存の破産手続きに債務再編を追加するもの - Vedomosti注）に合致していると、ラーリナ氏は考えている。しか

し、実際にはその実施には一定の困難が伴う可能性がある、と同氏は指摘する。「債務が、ドローン攻撃による商

品の喪失が原因かどうかを判断するための基準、および被った損害とドローン攻撃との関連性を立証する手順を

定める必要がある。また、出品者による悪用、例えば、差し押さえを逃れる目的で意図的にそのような債務を作り

出そうとする試みがあった場合の優遇措置の評価も必要となる」と、同氏は説明する。 
MEF Legalの問題資産再編・破産実務部門の責任者であるスタニスラフ・ソボレフ氏は、商工会議所のこの提案

は、被害を受けた事業者を支援する手段として魅力的ではあるが、出品者の取引先に打撃を与える可能性があ

り、この措置が実施された場合に取引先自身が破産する恐れがある、と指摘する。さらに、この措置は、私法上の

関係において最も重要な原則である当事者間の形式的な平等を損なう恐れがある、と同氏は付け加える。同氏

によると、このケースでは、コロナ禍の期間に適用された措置と同様の措置を検討するのが妥当である。例えば、

債権者からの破産申立てについてモラトリアムを設けることが考えられる、と同氏は指摘する。個人事業主が自
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身の財産で完全に債務の責任を果たすという原則は基本的なものであり、まさにこの原則が法人との違いだ、と

MKAアロノフ・イ・パルトニョールィの複雑な訴訟を担当する弁護士マリヤ・ババエワ氏は指摘する。特定のカテゴ

リーの債務について、事業者が個人資産で責任を負わないことを法律で定めた場合、事実上、個別の事例に対

する特別な責任制度を設けることになる、と同氏は指摘する。そのようなモデルを実現することは理論的には可能

だが、それは必然的に債権者と債務者の利害のバランスに影響を及ぼすだろう、と同氏は言う。 
現在、法律は特定の種類のリスクについて個人事業主に対し特別に「緩和された」責任制度を規定していないが、

破産法および関連法令には、支払不能による影響を軽減するための一般的な仕組みが盛り込まれている。すな

わち、債務の再編、資産の売却とその後の残債の免除、手続き完了後の一連の債務免除などがある、とプガチェ

ワ・イ・パルトニョールィのマネージングパートナーであり、破産管財人であるタチヤナ・プガチョワ氏は指摘する。 
 
 
３．法令・制裁関連 
 
（１）ロシアにおける法令及び制裁対応関連 

2026.08.03 
連邦反独占局、iPhoneおよびiPadへのロシア製アプリ未搭載によりAppleを提訴 
８月３日付Kommersantによると、連邦反独占局広報部が、同局は、AppleがiOS搭載端末（iPhoneおよびiPad）
にロシアのアプリストアやメッセンジャーアプリ「マックス」をプリインストールしなかったとして同社を提訴したと発

表した。同局は、「競争保護法ならびにAppleに対するこれまでの判例に基づき、同社に対する訴訟を提起した」と

説明した。 
 
2026.08.04 
プーチン大統領、株式国有化に伴う少数株主への買付提案義務を撤廃する法に署名 
８月４日付Vedomostiによると、公式法令ポータルに掲載された情報から、プーチン大統領が、裁判所の判決に

基づき国が公共会社の株式を大量取得する際に少数株主に株式買付を提案する義務を撤廃する法に署名した

ことが明らかになった。同法では、公共会社の株式の30％超を取得した株主に対して他の株主への株式買付提

案を義務付ける現行の規則から国を除外することを定めている。裁判所の判決に基づき株式が国の資産となる

場合、もしくは無償で国に譲渡される場合、所有権が移転した時点から18カ月は買付提案を行う必要がなくなる。

また、法改正前に国に譲渡済みの株式についても手順が定められている。その場合、新たな規則の施行日から

起算して18カ月は買付提案義務が免除される。 
 
2026.08.04 
プーチン大統領、ロシアにおけるデジタル通貨合法化を定める法に署名 
８月４日付Vedomostiによると、公式法令ポータルに掲載された情報から、プーチン大統領が、ロシア国内におけ

るデジタル通貨の流通を合法化する法に署名したことが明らかになった。同法は、デジタル通貨を資産として認め、

デジタル通貨の流通の一般的要件およびデジタル通貨に対する権利の司法による保護について定めている。デ

ジタル通貨の流通に関する規制と監督を担当するのはロシア銀行（中銀）である。政府は中銀および連邦保安局

と協議し、経済的利益の保護と国家安全保障のためデジタル通貨の流通に関する特別措置を規定することが可

能とされている。同法は2026年９月１日から施行されるが、一部の規定は遅れて施行される。デジタル通貨交換

業者は2027年７月１日までは中銀に登録されなくても営業可能とされている。同年９月１日以降、交換業者および

保管機関は購入者の口座を確認し、データの不一致がある場合は取引を拒否する義務を負う。非適格投資家は

仲介業者１社につき年間30万ルーブルの限度内で最も流動性の高いデジタル通貨のみ購入できるようになる。

また、同法により、デジタル通貨による有価証券およびロシアのデジタル権の売買が認められる。対外経済活動

従事者については、全ての種類のデジタル通貨ならびに全てのタイプのウォレットの利用が可能とされる。 
※同法「デジタル通貨およびデジタル権利について」（2026年８月４日付ロシア連邦法第282号）原文は以下より
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参照可能。 
http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202608040007 
 
2026.08.04 
プーチン大統領、食品のサプライチェーン全体の価格監視に関する法律に署名 
８月４日付Kommersantによると、プーチン大統領は、生産者から小売店に至るまでの食品のサプライチェーン全

体において価格を監視する制度を導入する法律に署名した。この法律は公式法律情報ポータルサイトに掲載され

ており、2027年１月１日から発効する。同法に基づき、ロシア政府は、食品流通および関連サービスの分野で事

業を行う企業や個人事業主に関するデータを連邦税務局に照会できる省庁のリストを承認する権限を得る。監視

の対象には、ロススタット（連邦統計庁）が公式インフレ率を算出するために使用する商品やサービスが含まれる。

権限を有する機関は、納税申告書、財務諸表、監査報告書、その他の文書からの情報にアクセスできるようにな

る。これにより、事業主の売上高、所得、経費、利益を分析し、工場のコンベアから店舗の売り場に至るまでの全

段階における製品の価格の動きを追跡することが可能になる。この監視システム開発の主な目的は、急激な価

格高騰の原因を適時に特定し、最終小売価格がどのように形成されるのかを包括的に分析することである。得ら

れたデータは商業機密の要件に従って使用され、税法で定められた場合を除いて情報の開示は禁止される。 
※当該2026年８月４日付ロシア連邦法第280号は原文を以下より参照可能。 
http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202608040005 
 
2026.08.04 
プーチン大統領、非友好国の個人の預金「凍結」を解除 
８月４日付RBKによると、プーチン大統領は、2022年３月に署名した対抗制裁に関する大統領令第95号の改正

案に署名した。これに基づき、銀行預金に関して、個人は非友好国の債権者に対する債務履行の暫定手続から

除外される。今回署名された2026年８月４日付ロシア大統領令第550号は８月４日に公布され、同日より発効す

る。改正により、暫定措置は今後、個人に対する預金債務の履行、およびロシアに登録された外国組織の支店や

常設代表部に対する預金債務の履行には適用されなくなった。さらに、同文書は、2026年６月１日から同文書の

発効日までの間に、信用機関がS型口座に振り込んだ資金を、当該個人がルーブルで受け取ることを明確に許

可するものである。同様の権利は、外国組織のロシア国内の支店および代表部にも付与される。 
※2026年８月４日付ロシア大統領令第550号の日本語仮訳は以下に掲載予定（近日中） 
https://www.jp-ru.org/laws/ 
 
2026.08.06 
政府調達において外国製電子機器を購入するための抜け穴を封鎖 
８月６日付Vedomostiによると、産業・商業省は、政府発注者が異なる調達制度の電子機器を同一の入札ロット

に混在させることを禁止することを提案した。これにより、ロシア製の代わりに外国製の製品を購入することが制

限される。問題となっているのは、産業・商業省の国産機器登録簿に掲載されているロシア製代替品がある商品

と、ロシア製代替品がない商品が１つの混合ロットにまとめられる状況である。このような調達においては、国産

品が存在する場合に外国製品の購入を禁じる「２つ目は不要」ルールが適用されないため、発注者はすべての品

目について外国製品を購入することができる。これは政府決定案に盛り込まれている。この措置は2027年１月１

日から発効する可能性がある。これに関連する法案は、2024年12月23日付ロシア政府決定第1875号を改正す

るものである。同法案は、44-FZおよび223-FZに基づく調達において、いくつかの品目リストについて国産品優先

制度を設けることを規定している。第１リストに掲載された商品については外国製品の調達を明確に禁止し、第２

リストについてはロシア製代替品が存在する場合に外国製の調達が制限され、これらのリストに含まれない商品

については、ロシア製商品に15％の価格優遇措置が与えられる。国産品優先制度を効果的なものにするために

は、混合ロットにおいて発注者が品目ごとにしかるべき国産品優遇制度を適用して入札を差別的に審査する必要

があるが、実際にはそうはなっていない、と専門家は説明する。この制限は、重量10kg以下のポータブル・コンピ

http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202608040007
http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202608040005
https://www.jp-ru.org/laws/
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ュータ（ノートパソコン、タブレット、ポケットコンピュータ）、モニター、プロジェクター、プリンター、スキャナー、ファッ

クスを統合したレーザーおよびインクジェット方式の複合機、ならびにキーボード、マウス、自動データ処理システ

ムとして供給される電子計算機などに適用される、と文書に明記されている。 
 
2026.08.06 
オゾン銀行が英国の制裁に反応 
８月６日付Vedomostiによると、英国の制裁はオゾン銀行の業務に影響を及ぼさない、と同社はコメントした。「オ

ゾン銀行は通常通り営業を継続しており、個人顧客はカードで買い物の支払いをし、積立口座や貯蓄口座を制限

なく開設でき、事業者もなんら問題なく自己の口座や融資、その他すべての金融商品を利用している」とプレスサ

ービスは述べた。また、オゾン銀行は、国外に資産を保有しておらず、ロシア国外での取引を行っておらず、

SWIFTシステムも利用していない、と指摘した。同社はさらに、ロシアの顧客を事業対象としており、ロシアのイン

フラのみを利用している、と付け加えた。 
 
（２）対ロシア制裁関連 

2026.08.04 
欧州委員会、ロシア産エネルギー資源取引全面禁止へ 
８月４日付Vedomostiによると、欧州委員会のアンナ＝カイサ・イトコネン報道官が記者会見で、EUは電力とガス

の問題を抱えているが、ロシア産エネルギー資源取引を全面禁止する方針を撤回しないと述べた。同報道官は、

「欧州委員会の目標は欧州市場においてあらゆるロシア産エネルギー資源を禁止することで、この課題を実現す

るつもりである」と語った。同報道官によると、石油の無期限全面禁輸についてすでに検討が行われている。ハン

ガリーとスロバキアは現時点でこの措置に同意していないが、欧州委員会は両国とともに他の国々からの輸入へ

の移行に向け作業を進めているという。同報道官は、猛暑の影響で河川の水位が記録的に低下したためハンガ

リーのパクシュ原発が停止したことにつき、同委員会は現時点でEU各国の電力供給に対する脅威を見出してい

ないとコメントした。 
 
2026.08.04 
米国がロシア地上軍に対する制裁発動 
８月４日付Vedomosti、RIA Novostiによると、米国務省が、ロシア地上軍、ミサイル砲兵総局等に対する制裁を

発動したことを発表した。この発表によると、米国政府は７月24日、イラン、北朝鮮およびシリア拡散防止法第３節

に定められた措置を発動した。制裁対象リストに掲載されたその他のロシア国防省傘下の組織は、第1061物資・

技術支援センターおよび先端領域横断研究・特別プロジェクト局である。さらに、ゲディオン・アルファ、インターナ

ショナル・インベスト・カンパニーの他、ロシア国民アレクサンドル・プリホジコ、アンドレイ・グセフ、アンドレイ・コソ

ラポフ、ウラジスラフ・モロジク、セルゲイ・ツィバレフも制裁の対象となった。これらの企業や個人からの公共調達、

軍需品販売や新規ライセンス発行が禁止され、有効なライセンスは停止される。 
※以下、2026年８月４日付米国連邦政府官報を参照。 
https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/04/2026-15759/imposition-of-nonproliferation-
measures-against-foreign-persons-including-a-ban-on-us-government 
 
2026.08.06 
英国、ロシアの銀行やタンカーに対する制裁を拡大 
８月６日付Kommersantによると、英国当局は対ロシア制裁リストを拡大した。これには12の企業、個人１名、およ

び船舶６隻が追加された。新たに制裁対象となったのは以下の通り： 
 セーヴェルヌイ・インジニーリング：NOVATEKの子会社で、船舶建造に従事 
 メタルコンプレクト：ロシアの冶金および化学工場向けの原料サプライヤー 
 ニコム：耐火金属のメーカー 

https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/04/2026-15759/imposition-of-nonproliferation-measures-against-foreign-persons-including-a-ban-on-us-government
https://www.federalregister.gov/documents/2026/08/04/2026-15759/imposition-of-nonproliferation-measures-against-foreign-persons-including-a-ban-on-us-government
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 有限責任会社プロムシズ：ガラス工場グーシ・フルスタリヌイの所有法人 
 鍛造製品メーカーのチェフノリュクス 
 有限責任会社オゾン・バンク（旧エコム・バンク）：マーケットプレイスOzonの組織法人・金融法人 
 ロシア輸出入銀行ロスエクシムバンク株式会社 
 超高純度ガス（窒素、アルゴン、ヘリウム、水素）のメーカーであるシルトロンのアレクサンドル・ジダノフCEO  
 株式会社レアリスト・バンク 
 商業銀行ツェントル・インヴェスト 
 公開型株式会社スタヴロポリプロムストロイバンクおよび公開型株式会社バンク・スタヴル 
 株式会社テレポルト・バンク 
制裁リストには、ロシアの石油タンカーおよびガスタンカー６隻も追加された。Arctic Express、Perseas、Torvian、
Asteras、VisundおよびZenturoである。英国当局が、タンカーArctic Expressのロシアへの販売を仲介したと疑っ

ているFrion Ship Management社も制裁の対象となった。 
※以下、2026年８月６日付英国政府プレスリリースを参照。 
https://www.gov.uk/government/news/uk-continues-crackdown-on-russia-with-tough-new-sanctions 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ロシア進出企業情報提供ポータルを併せてご活用ください】→ https://www.jp-ru.org/ 
※「ビジネスニュースクリップ・データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_biz/ 
 （本誌第１号からの過去記事をすべて検索できます。） 
※「ロシア制裁関連法規データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_law/ 
（本誌でこれまで紹介したロシア連邦法・大統領令・政府決定等を検索することができます。） 

※「ロシア進出企業動向データベース」 
  ✓親会社情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation 
  ✓ロシア現地法人情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation_ru/ 
 （欧米企業を中心としたロシアへ進出している外資系企業に関する基礎情報および活動状況） 
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